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【削減状況の自己評価】

温室効果ガス

ｔCO2ｔCO2

温室効果ガスの排出量と密接な関係をもつ値の内容

削減目標の
達成状況

主な工場等
の排出量

番号

7,236

部署名：

番号

基準年度

ベンチマーク

（原単位基準
の削減目標を
選択している
場合に記入）

分類
コード

ｔCO2

年度)

目標年度
原単位当たり排出量

① 岡山工場

③CO2換算3,000t以上

目標削減率

1,008 936

目標達成

ベンチマーク指標

未達達成5.0

29

31平成

大阪府豊中市新千里東町1丁目4番1号

岡山工場　設備管理課

①燃料等原油換算1,500kℓ以上特定事業者
の該当要件

②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上

本票作成

台）

ｔCO2

)年度排出量

6,803

）年度排出量

ｔCO2

業種名：ゴム製品製造業

ゴムシート・ゴムマット・ウレタンゴム及び関連製品の企画開発から製造引き渡し

工場等の名称 所　　在　　地

主たる業種

県内の
主　な
工場等

岡山工場

事業の
概　要

氏
　
名

（法人にあっては名称） 住
　
所

（法人にあっては主たる事業所の所在地）

①

タイガースポリマー株式会社
560-0082

岡山県備前市吉永町福満 868番地2

ｔCO2

（●工場等の数 1 所 ●車両台数（②該当の場合）

7,236

6,463

）年度

箇年度）

（平成

）年度削減実績

ｔCO2

△ 2.4

ｔCO2

年度)

生産重量

・月次での各部門のエネルギー使用状況を確認し、省エネ対策を計画に盛り込み取り組みを行った。
　しかしながら、受注対応のため一部の行程を通年で休日操業し対応せざるを得なかった事で
　エネルギーロスが大きくなり、原単位の改善には厳しい状況となっている。
・省エネや生産性向上に関する投資については、概ね計画通り順調に実施できたと考えている。
・直接の省エネ対策に加え、継続的な経済活動（アメーバ経営，トヨタ生産方式）
　を通じて、生産性改善などを行っている。
・今後とも、計画した措置を確実に実施するとともに、追加の削減対策を検討する。

5

ｔCO2

計画期間： 平成 27

工場等の名称

指標の状況

前年度の温室効果ガスの排出の量及び排出削減計画に基づき実施した措置の状況

29

t t

関連数値(平成 29 達成率等年度)

31

29

985

t

（該当事業者のみ記入）
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基準年度(平成 26 平成 29 目標年度(平成

対象事業の名称

CO2/( CO2/( CO2/(



【目標削減率達成のために実施した措置及び今後の取組】

【森林保全等吸収源対策への取組】

【再生可能エネルギーの導入】

【その他特記事項】

その他

その他

県内で
の取組

　 無

　 無

工場等の名称

県内で
の取組

【推進体制】

（平成29年度実施分）
岡山工場

（今後の実施予定分）
岡山工場

（平成29年度実施分）
・高圧トランス（Tr-5）更新（CO2削減量6ton/年）　※微量PCB含有機器
・高圧ボイラー更新（CO2削減量248ton/年）
・各所蛍光灯のＬＥＤ化（CO2削減量13ton/年）
・工場内天井照明のＬＥＤ化（CO2削減量1ton/年）
・ホール空調更新（CO2削減量4ton/年）
・厚板作業場空調更新（CO2削減量9ton/年）
・試験工場ブース内空調更新（CO2削減量3ton/年）
・押出機ブース内空調更新（CO2削減量3ton/年）
・エアードライヤー（ADR-3，5）待機電力削減（CO2削減量19ton/年）
・工場エアー送気元圧（吐出圧力）低減（CO2削減量3ton/年）
・集塵機Ｎｏ．４ファンモーター高効率モーター化（CO2削減量3ton/年）

（今後の実施予定分）
・事務所空調更新（CO2削減量1ton/年）
・男子更衣室空調更新（CO2削減量2ton/年）
・ドレーン回収ポンプ更新（チラーレス化）（CO2削減量8ton/年）
・ダンプロール高圧モーターインバータ化（CO2削減量57ton/年）
・高圧ボイラー燃転（ガス化）更新（CO2削減量293ton/年）
慢性的な工程内不具合の撲滅に向けた対策を進める事で、総合的なエネル
ギー効率の向上に繋げる

・省エネ法に基づくエネルギー管理体制のもと、エネルギー使用状況を確認している。
・ISO14001に基づき、工場長をトップとした環境管理体制のもと、環境改善を推進した。
・職制を通じた省エネの周知により、全従業員がその重要度を理解し、不要時の運転停止等
　にも取り組んだ。

　 無

実施した措置及び今後の取組の内容

　 無


